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694

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

国立研究開発法人
産業技術総合研究所

運営費交付金

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

支援対象の見直しを行ったことによる減額。

3年度要求

事業番号 0131

787 694

-

2年度当初予算

787

計

年度2

29 年度
平成29年度 30年度 令和元年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

17 - - - 17

10 - -

福島復興再生基本方針（平成24年7月13日）
国立研究開発法人産業技術総合研究所　第５期中長期目標

平成29年度 30年度 令和元年度
目標最終年度

100 100

3

3 3

3

100 -

-

-

- -

787 694

関係する
計画、通知等

達成度

3

-

3

年度

-

3

-

170 - - - 170

- 10

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 点

令和2年度行政事業レビューシート 復興庁

執行額

1,080 926 787 787 694

926 787

執行率（％） 100% 100% 100%

平成29年度までに10件(採
択予定件数の１割)以上の
事業化を図る。

事業化に成功した技術シー
ズ支援件数

成果実績 件数

目標値

平成25年度
事業終了

（予定）年度 令和7年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　東日本大震災からの復興の基本方針、福島復興再生基本方針を踏まえて、国立研究開発法人産業技術総合研究所のノウハウや研究設備を用いて、福島
県等被災地域に立地する企業の技術の性能評価等の技術支援を行うとともに、被災地域の大学等と連携し、再生可能エネルギー分野に係る産業技術人材
の育成を行うことにより、被災地域における新たな産業を創出することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

点

-

1,080

-

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

787

-

30年度

　国立研究開発法人産業技術総合研究所が、福島再生可能エネルギー研究所において、被災地域に所在する企業等が開発した太陽光、風力、地中熱等の
再生可能エネルギーに関連した技術シーズに対する性能評価、品質評価を行い、当該シーズの実用化に向けた技術開発を支援する。また、平成26年度より
技術シーズ評価に加えて、先端技術に基づく教育プログラムや技術シーズ評価企業との連携を通じて、高度な産業人材の育成を図る。
　平成30年度以降は、これまでの成果等を踏まえ、福島再生可能エネルギー研究所が研究テーマを設定し、それぞれのテーマに合った被災地企業を中心とし
て構成される企業コンソーシアムによる再生可能エネルギー関連製品・技術の開発・事業化を重点的に支援する。

- -

1,080

- -

- -

エネルギー・環境領域の総
合評価実績
※S=5､A=4､B=3､C=2､D=1
※26年度は「鉱工業の科学
技術」の評定

-

件数

被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ開発・事業化支援
事業（旧福島再生可能エネルギー研究開発拠点機能強化事業） 担当部局庁 復興庁 作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室 統括官付参事官(予算・会計担当) 参事官　増田　直樹

事業名

会計区分

2年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和元年度

文教及び科学振興

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

3年度要求

予算
の状
況

926

経済産業省独立行政法人
の業務実績評価の基本方
針による主務大臣の項目別
評価実績の評点
成果目標は、着実な業務運
営がなされている場合の基
準点である「B(=3)」以上とす
る。

実施方法

定量的な成果目標

平成29年度

％

達成度 ％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
独立行政法人通則法第46条

主要政策・施策

東日本大震災復興特別会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

・成果実績：経済産業省　独立行政法人の評価について
https://www.meti.go.jp/intro/koueki_houjin/a_index_14.html
経済産業省所管独立行政法人の平成29年度における業務実績評価の結果について　産業技術総合研究所
経済産業省所管独立行政法人の平成30年度における業務実績評価の結果について　産業技術総合研究所
経済産業省所管独立行政法人の令和元年度における業務実績評価の結果について　産業技術総合研究所

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 100%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

平成27年度産業技術調査（研究開発事業終了後の実用化状況等に関する追跡調査・追跡評価）　図表2-10研究・開発等の実施状況（研究開発
事業終了時点）中の「事業化段階」及び「当初目的を達成し終了」の割合
http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2016fy/000004.pdf



46.3

平成29年度

平成29年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 56

10 -

平成29年度 30年度 令和元年度

20 - -

-

-138.9

平成29年度 30年度 令和元年度

107

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 40

200 - - - 140

- 年度

25 - - - 107

年度

29 年度

5 年度

- - - - -

-

- -

2年度活動見込

目標最終年度

18 - - - 100

630/25

30年度

787/14

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

％

18 18 14

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

達成度

平成29年度

30年度 令和元年度

単位当たり
コスト

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

29

％

目標値

単位

予算額　／
技術シーズ開発・事業化支援事業採択件数

単位当たり
コスト

令和元年度
中間目標

--

単位

達成度 ％

目標値

成果指標 30年度

技術シーズ評価事業採択
件数

成果実績

件数

30

- -

成果指標

件数

人材育成事業テーマ件数
40件(平成26年度～29年度
までの総件数)

450/20

平成29年度

件数

711/17

22.5 - - -

計算式

人材育成事業テーマ件数

787/17

2年度活動見込

25.2 41.8

平成30～32年度までに支援
を行った技術について、事
業終了後3年以内に3割以
上の事業化を図る。

事業化に成功した技術シー
ズの割合

成果実績

-

- -

百万円/件 -

％

技術シーズ開発・事業化支援事業採択件数

技術シーズ評価事業採択
件数100件(平成25～29年
度までの総件数)

56.2

活動実績

令和元年度

百万円

活動実績 件数

当初見込み 件数

30年度 令和元年度

20 - -

25 17 14

10 - -

平成29年度 30年度 令和元年度

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

-

単位

件数

％

人材育成事業テーマ件数

成果実績

目標値 件数

達成度

定量的な成果目標

成果指標

件数

百万円

活動指標

計算式 百万円/件

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

予算額　／　人材育成テーマ件数

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

単位

定量的な成果目標

-

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

- -

- -

2年度
活動見込

3年度
活動見込

17

17

-

-

2年度
活動見込

3年度
活動見込

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

被災地企業のシーズ支援プログラム実績
http://www.fukushima.aist.go.jp/seeds/results.html

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

再生可能エネルギー分野の産業人材育成事業実績
http://www.aist.go.jp/fukushima/ja/collabo/human_resource/index.html

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

平成27年度産業技術調査（研究開発事業終了後の実用化状況等に関する追跡調査・追跡評価）　図表2-13研究・開発等の実施状況（将来）中の
「事業化段階」の割合
http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2016fy/000004.pdf



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

-

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

有

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

令和元年度においては、開発支援事業の予定件数をどおり
の14件採択であったが、開発支援や産業人材育成に必要と
なる設備等の調達（リース等）を行っており、適切かつ効率的
に事業を進めている。

‐

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

既存設備の有効利用や購入設備をリースに切り替えるなどに
よりコスト削減や効率化を図っている。

令和元年度においては、開発支援事業の予定件数どおり14
件の採択を行っており、開発支援や産業人材育成に必要とな
る設備等の調達（リース等）を行っており、適切かつ効率的に
事業を進めている。

○

事業目的に則し、開発支援や産業人材の育成に不可欠な支
出を行っている。

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

東日本大震災からの復興の基本方針では、再生可能エネル
ギー関連の産業集積を促進するとされている。また、福島復
興再生基本方針では、新たな産業の創出に寄与する研究拠
点づくりが重要とされており、産総研を中心とした再生可能エ
ネルギーにかかる研究や拠点整備などが求められている。

前年度の実績をふまえ、また、既存設備の有効利用などによ
るコスト削減や効率化をふまえた水準としている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

‐

実績を踏まえ、予算の適正化をはかること。適切な進捗管理を行い、効果的・効率的な執行に努めること。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

調達に際しては、「独立行政法人改革等に関する基本的な方
針」（平成２５年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、一般競争入
札を原則としつつも、研究開発型の法人としての特性を踏ま
え、契約の相手方が特定される場合など、随意契約できる事
由を会計規程等において明確化し、「調達等合理化計画」に
基づき公正性・透明性を確保しつつ合理的な調達を実施して
いる。
事業内容に沿った相手先に適切な支出がなされている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

‐

開発支援や産業人材の育成等事業に不可欠な設備等の調
達（リース等）を行い、しっかりとした活用がなされている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

引き続き早期執行に努めるとともに、産総研の既存の設備の有効活用や工夫により低コスト化、効率化に努めることが望まれる。

本事業では、被災地域に所在する企業等が開発した再生可能エネルギーに関連した技術シーズに対する性能評価、開発支援、地元大学等との
連携による産業人材育成等を産総研が行うもの。
評価企業選定のための公募を行い、採択事業に地元大学生を派遣するなど企業との共同研究や人材育成を行うとともに、必要となる設備の調達
（リース等）を行い、事業期間内に適切かつ効率的に事業を進めている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

福島県を始め被災地から、被災地発の再エネ技術の実用化
開発等への支援を要望されている。また、福島復興再生基本
方針では、新たな産業の創出に寄与する研究拠点づくりが重
要とされており、産総研を中心とした再生可能エネルギーにか
かる研究や拠点整備などが求められている。

再生可能エネルギーに幅広い知見を有する産総研が、被災
地域における再生可能エネルギーの産業振興を通じた復興
を支援するもの。

○

○

｢被災地企業の技術シーズ評価事業｣では、産総研HPにより
適切に公募を行い、審査委員会による厳正な審査により採択
先を選定している。
調達に際しては、「独立行政法人改革等に関する基本的な方
針」（平成２５年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、一般競争入
札を原則としつつも、研究開発型の法人としての特性を踏ま
え、契約の相手方が特定される場合など、随意契約できる事
由を会計規程等において明確化し、「調達等合理化計画」に
基づき公正性・透明性を確保しつつ合理的な調達を実施して
いる。
事業内容に沿った相手先に適切な支出がなされている。

事業番号 事業名所管府省名

-



( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成30年度 0134

平成29年度 0144

- 平成25年度 新25-041

平成26年度 179 平成27年度 0179 平成28年度 0176

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成31年度 復興庁 0135

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

福島県浜通り地域等の自立的・持続的な産業発展に向けた事業の効果測定の在り方を検討すること。

行政事業レビュー推進チームの所見

縮
減

・福島県浜通り地域等の自立的・持続的な産業発展を促進するため、本事業の支援対象を被災３県から福島県浜通り地域等に見直しを行うととも
に、これまでの実績を踏まえ約１億円の予算を縮減する見込み。
・また、これまでに支援を行った事業について「事業終了後３年以内に３割以上の事業化を図る」ことを成果目標としていたが、令和３年度以降につい
ては「事業終了後５年以内に支援企業等の売上高１０％以上の増加」を新たな成果目標にすることとし、より本事業による産業発展の効果測定を明
確なものとする方向で検討を行い、所要の対応を行う。

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

B．民間企業等

（208社）

602百万円

【一般競争契約（最低価格）

経済産業省

787百万円

A．（研）産業技術総合研究所

787百万円

【運営費交付金交付】

〔福島再生可能エネルギー研究開発拠点機能強化事業を実施〕

復興庁

787百万円

※現在、令和元年度決算について精査中であることから「Ａ．産業技術総合研究所」以下は令和元年度暫定値を記載。

〔エネルギー・環境領域〕



支出先上位１０者リスト

A.

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

再生可能エネルギーに関す
る新技術の研究開発を支え
る性能評価、品質評価等の
基盤整備を行うとともに、被
災地域に所在する企業等
が開発した太陽光、風力、
地中熱等の再生可能エネ
ルギーに関連した技術シー
ズに対する性能評価、品質
評価を実施する。

契約方式等

運営費交付金
交付

- -

法　人　番　号

7010005005425 787

入札者数
（応募者数）

落札率

1

物品・役務そ
の他

研究機器等の購入、研究施設・設備に関す
る修繕・修理、作業、借料・保守、工事、光熱
水料

費　目

計 787 計 56

費　目 使　途

B.株式会社オオバ工務店
金　額

(百万円）

589

物品・役務そ
の他

常勤職員、契約職員、派遣職員

研究機器等の購入、研究施設・設備に関す
る修繕・修理、作業、借料・保守、工事、光熱
水料

198

使　途

人件費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

金　額
(百万円）

A.国立研究開発法人産業技術総合研究所

56

国立開発研究法人産
業技術総合研究所



B

30

28

29

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 ガラスラッシリング 0.1
随意契約
（少額）

- -

株式会社東栄科学産
業

3370001002030
インジケーターオキシトラッ
プ

0.1
随意契約
（少額）

- -

26

27

24

25

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 温度コントローラー修理 0.1
随意契約
（少額）

- -

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 KBr Window Six-Pack　他 0.1
随意契約
（少額）

- -

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 携帯用マルチ型ガス検知器 0.1
随意契約
（少額）

- -

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 石英反応管

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 フラッシュバック・アレスタ 0.4
随意契約
（少額）

- -

18

19

16

17

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 圧力センサー　他 0.3
随意契約
（少額）

- -

株式会社東栄科学産
業

3370001002030
KOFLOK社製表示器付デジ
タルマスフローメーター　他

0.3
随意契約
（少額）

- -

随意契約
（少額）

- -

6

7

4

5

株式会社東栄科学産
業

3370001002030
模擬屋根システム計測装置
改造作業

10
随意契約
（その他）

- -

10

11

8

9

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 ラシヒリング　他 0.7
随意契約
（少額）

- -

株式会社東栄科学産
業

3370001002030
可搬型長距離ドップラーライ
ダー装置の点検整備と輸
出・管理等の手続き

5
随意契約
（その他）

- -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社オオバ工務
店

1380001004754

福島再生可能エネルギー
研究所Ｂ区画環境試験室
（仮称）新築工事の設計及
び施工

56
一般競争契約
（最低価格）

1

随意契約
（少額）

- -

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 官能基連続モニター装置 25
一般競争契約
（最低価格）

1 -

2

-

株式会社オオバ工務
店

1380001004754
Ｂ区画内吸着式水素精製
塔（ＧＡＳＴＡＫ）用基礎架台
設置工事

0.2

3370001002030 セラミック電気管状炉 0.4
随意契約
（少額）

- -

株式会社東栄科学産
業

株式会社東栄科学産
業

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 フーリエ変換赤外分光装置 5
随意契約
（その他）

- -

3370001002030

随意契約
（少額）

3370001002030
テクノフレックス社製　両端
継手金具　他

0.1
随意契約
（少額）

マスフローコントローラー他 0.8
随意契約
（少額）

- -

株式会社東栄科学産
業

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 小型熱プレス器 0.5 - -

石英ガラス反応管 0.4
随意契約
（少額）

- -

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 ノイズカットトランス　他 0.3
随意契約
（少額）

14

15

12

13

3370001002030

株式会社東栄科学産
業

3370001002030
オスニップル式フレキホー
ス　他

0.2
随意契約
（少額）

- -

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 冷却水循環装置 0.2

- -

株式会社東栄科学産
業

22

23

20

21

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 レギュレータ　他 0.1
随意契約
（少額）

- -

3370001002030 圧力伝送器 0.3
随意契約
（少額）

- -

株式会社東栄科学産
業

3370001002030
ケー・エヌ・エフ社製真空ポ
ンプN810

0.1
随意契約
（少額）

- -

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 防爆形シース熱電対 0.1
随意契約
（少額）

- -

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 接続継手加工 0.2
随意契約
（少額）

- -

0.1
随意契約
（少額）

- -

株式会社東栄科学産
業

3370001002030 恒温恒湿器定期点検 0.1
随意契約
（少額）

- -

- -
株式会社東栄科学産
業
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